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【用語の意味】 

本計画において使用する用語は、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律」（以下「容器包装リサイクル法」という。）において使用する以下の用語の例によ

るものとします。 

 

「容器包装廃棄物」 

商品の容器（商品を入れる「もの」）及び包装（商品を包む「もの」）であって、当該

商品が消費され、または商品と分離された場合に不用となり、一般廃棄物になったもの。 

 
「分別収集」 

容器包装廃棄物を分別して収集し、及びその収集した廃棄物について、必要に応じて

分別、圧縮その他環境省令で定める行為を行うこと。 
 

「分別基準適合物」 

分別収集した容器包装廃棄物のうち、環境省令で定める基準に適合するものであって、主

務省令で定める設置の基準に適合する施設として主務大臣が指定する施設に保管されている

もの（有償又は無償で譲渡できることが明らかで再商品化をする必要がないものを除く）。 

 

「特定分別基準適合物」 

主務省令で定める容器包装の区分（「無色のガラス製容器」、「茶色のガラス製容器」、「そ

の他の色のガラス製容器」、「ペットボトル」、「プラスチック製容器包装（ペットボトルを

除く）」、「紙製容器包装（段ボール及び飲料用紙容器を除く）」）ごとの分別基準適合物。 

 

「容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物」 

有償又は無償で譲渡できることが明らかで再商品化をする必要がない物として主務省

令で定める物（「スチール製容器」、「アルミニウム製容器」、「飲料用紙容器」、「段ボール」）。 

 

＜「容器包装リサイクル法」の対象となる容器包装廃棄物＞ 

容器包装廃棄物 特定分別基準適合物 

金属類 
①スチール製容器 －※ 

②アルミニウム製容器 －※ 

ガラス類 

③ガラス製容器  

無色のガラス製容器 ○ 

茶色のガラス製容器 ○ 

その他の色のガラス製容器 ○ 

紙類 

④飲料用紙容器 －※ 

⑤段ボール －※ 

⑥紙製容器包装（④、⑤以外のもの） ○ 

プラスチ

ック類 

⑦ペットボトル（飲料又はしょうゆ用その他主務

大臣が定める商品を充てんするためのもの） 
○ 

⑧プラスチック製容器包装（⑦以外のもの） ○ 

 ※ 容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物（有償又は無償

で譲渡できることが明らかで再商品化をする必要がない物） 
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１ 計画の位置付け 

本計画は、容器包装リサイクル法第８条第１項に規定される「市町村分別収集計画」として策定す

るものです。 

 

２ 計画期間 

本計画の計画期間は、令和８年４月から５年間（令和８年度～１２年度）です。 

なお、中間年度の令和１０年度に改定を予定してします※。 

※ 容器包装リサイクル法第８条第１項において、３年ごとに、５年を一期とする計画を定めなけれ

ばならないことになっています。 

 
 
３ 対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、市が分別収集を実施する、スチール製容器（缶）、アルミニウム

製容器（缶）、無色・茶色・その他の色のガラス製容器（びん）、ペットボトル、プラスチック製容器

包装、飲料用紙容器（紙パック）に加え、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律に基づ

く、プラスチック製品を対象とします。 

 

なお、容器包装廃棄物のうち、「段ボール」及び「紙製容器包装（段ボール及び飲料用紙容器を除く）」

については、「新聞・段ボール」や「雑がみ」として、地域の自主的な取組であるコミュニティ回収や

古紙回収業者などの民間の回収ルートへの排出を推奨し、これらの回収方法の利用が難しい場合に、

市の定期収集及び市の施設における拠点回収を案内することで、分別・リサイクルを推進します。 

 

 

４ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

家庭ごみに含まれる「３ 対象品目」の排出量（発生量）の見込みと算出方法は次のとおりです。 

  

 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度 

容器包装廃棄物 34,800t 34,750t 34,510t 34,360t 34,220t 

プラスチック製品 4,540t 4,540t 4,500t 4,490t 4,470t 

 

 

＜算出方法＞ 直近年度の家庭ごみの収集実績×直近年度の容器包装廃棄物の比率※×人口変動率 

※ 京都市家庭ごみ細組成調査の結果を採用しています。 
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５ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

容器包装廃棄物の排出を抑制するため、「京・資源めぐるプラン－京都市循環型社会推進基本計画

（2021-2030）―（以下「京・資源めぐるプラン」という。）」※に掲げる以下の取組を実施します。 

※ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項及び廃棄物の処理及び清掃に関する施行規則第

１条の３に規定される「一般廃棄物処理基本計画」として、令和３年３月に本市が策定した計画 

⑴ 市民、事業者、京都市の協働による２Ｒの促進 

しまつのこころ条例（正式名称：京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例）に基づく２Ｒ

の取組について、地域学習会や事業者報告制度等を通じて、市民や事業者の皆様への浸透を図ります。 

条例に基づき、関係事業者・市民等の皆様に実施していただく取組（容器包装廃棄物の排出抑制の方策を抜粋） 

取組分野 業種等 
取組項目 

上段：関係事業者等の皆様に実施していただく取組（実施義務） 
下段：市民の皆様に実施に努めていただく取組（努力義務） 

販売と購入 小売 

ごみの少ないお買い物又は資源物の回収を消費者に促進するためのＰＲ 

ごみの少ないお買い物の実践・資源物の回収拠点への排出 

レジ袋有料化の実施（環境性能のあるレジ袋を除く） 
レジ袋の要否と必要枚数の確認 

マイバッグ（買い物袋）の持参、レジ袋の使用辞退 

大学・共同住宅
等 

大学 
学生への減量方法・分別ルールの周知・啓発 

ごみ減量の取組及び分別排出の実施 

集合住宅 
管理者 

居住者への減量方法・分別ルールの周知・啓発 

ごみ減量の取組及び分別排出の実施 

 

取組分野 業種等 
取組項目 

（関係事業者等の皆様に実施に努めていただく取組（努力義務）） 

ものづくり 製造 製品の軽量化等の環境配慮ポイントのＰＲ（包装への印字等） 

食 飲食 使い捨て容器（食器）の使用抑制 

販売と購入 小売 

量り売りや簡易包装、省容器包装販売の推進 

容器包装の少ない商品のＰＲ（商品棚への表示など） 

レジ袋削減効果の高い、レジ袋有料化又はポイント還元（キャッシュバ
ックも含む）の実施 

カフェ、コンビニエンスストア等でのマイボトル持参者への飲料のみの提供及び
マイボトルの使用を促す消費者への声掛け（声掛けの代わりに案内の掲示でも可） 

催事 
（イベント等） 主催者 

イベントにおけるマイバッグ持参等の呼び掛け（事前告知等） 

イベントにおけるリユース食器の使用 

観光等 土産物 
製造・小売 

【製造業者】同一商品の自宅用簡易包装と贈答用品の製造・供給 

【小売業者】自宅用簡易包装商品と贈答用品の併売及び購入者へのＰＲ 

他都市での物産展における簡易包装のＰＲ（京都のごみ減量の取組のＰＲ） 

事業者全般 事業活動における紙ごみを中心とする２Ｒの推進 
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⑵ 徹底した使い捨てプラスチックの削減 

ア レジ袋（プラスチック製買物袋）の更なる削減 

有料化義務化の対象とならないレジ袋を含め、更なるレジ袋の削減に向け、小売業者と連携し

た取組を実施します。 

イ 使い捨てプラスチック削減に取り組む事業者の推奨 

マイボトル推奨店舗など、使い捨てプラスチックの削減に取り組む事業者を推奨し、事業者の

取組を支援します。 

ウ マイボトル利用促進に向けた給水スポットの整備・情報発信 

ペットボトルをはじめとした使い捨てプラスチック容器を削減するため、民間とも連携しなが

ら、まちなかや地域イベント時への給水機の設置を進め、それらの位置情報等を積極的に発信し、

マイボトルの利用促進を図ります。 

エ マイクロプラスチックを含む河川ごみ等の実態把握 

大学や他の自治体等とも連携し、マイクロプラスチックを含めた河川ごみやまちなか・観光地

の散乱ごみ等の発生源の実態把握を行うとともに、その成果を新たな対策へとつなげていきます。 

 

６ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係

る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

分別収集を行う容器包装廃棄物の種類については、下表左欄のとおりとし、収集に係る分別の区分

については、下表右欄のとおりとします。 

分別収集する容器包装等の種類 収集に係る分別の区分 

スチール製容器（缶） 

缶・びん・ペットボトル 

アルミニウム製容器（缶） 

無色のガラス製容器（びん） 

茶色のガラス製容器（びん） 

その他の色のガラス製容器（びん） 

ペットボトル 

プラスチック製容器包装 
プラスチック類 

プラスチック製品 

飲料用紙容器（紙パック） 紙パック 
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７ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び第２条第

６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号） 

各年度において得られる分別基準適合物等の見込量とその算出方法は、次のとおりです。 

なお、特定分別基準適合物の見込量については、公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に引き

渡す量（「引渡量」）及び市が独自に再資源化を行う量（「独自処理量」）を分割して記載しています。 

 

 

  

 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 令和 12年度 

スチール製 

容器（缶） 
700t 700t 690t 690t 690t 

アルミニウム製 

容器（缶） 
1,180t 1,180t 1,170t 1,170t 1,170t 

無色のガラス製 

容器（びん） 

1,380t 1,370t 1,370t 1,360t 1,350t 

引渡量 

0t 
独自処理量 

1,380t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

1,370t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

1,370t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

1,360t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

1,350t 

茶色のガラス製 

容器（びん） 

690t 690t 690t 690t 680t 

引渡量 

0t 
独自処理量 

690t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

690t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

690t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

690t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

680t 

その他の色のガラス製

容器（びん） 

820t 820t 810t 810t 800t 

引渡量 

820t 
独自処理量 

0t 
引渡量 

820t 
独自処理量 

0t 
引渡量 

810t 
独自処理量 

0t 
引渡量 

810t 
独自処理量 

0t 
引渡量 

800t 
独自処理量 

0t 

ペットボトル 
3,070t 3,070t 3,050t 3,030t 3,020t 

引渡量 

0t 
独自処理量 

3,070t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

3,070t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

3,050t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

3,030t 
引渡量 

0t 
独自処理量 

3,020t 

プラスチック製 

容器包装 

10,390t 10,880t 10,880t 10,880t 10,880t 

引渡量 

3,180t 
独自処理量 

7,210t 
引渡量 

3,180t 
独自処理量 

7,700t 
引渡量 

3,180t 
独自処理量 

7,700t 
引渡量 

3,180t 
独自処理量 

7,700t 
引渡量 

3,180t 
独自処理量 

7,700t 

プラスチック製品 
1,130t 1,000t 1,000t 1,000t 1,000t 

引渡量 

240t 
独自処理量 

890t 
引渡量 

240t 
独自処理量 

760t 
引渡量 

240t 
独自処理量 

760t 
引渡量 

240t 
独自処理量 

760t 
引渡量 

240t 
独自処理量 

760t 

飲料用紙容器 

（紙パック） 
40t 40t 40t 40t 40t 

合 計 19,400t 19,750t 19,700t 19,670t 19,620t 

＜算出方法＞ 直近年度の分別基準適合物等の収集実績×人口変動率×その他変動率※ 

※ プラスチック製容器包装及びプラスチック製品の収集量については、分別認知度の向上により、

令和９年度～１２年度は令和６年度実績の 1.1倍に増加すると見込んで算出しています。その他の

分別基準適合物等については 1としています。 



5 

 

８ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

分別収集する容器包装廃棄物の種類及び分別の区分ごとの、分別収集を実施する者については、 

下表に示すとおりです。 

分別収集する 

容器包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 

収集・運搬を 

実施する者・方法 

選別・保管等を

実施する者 

スチール製容器（缶） 

缶・びん・ 

ペットボトル 
市による定期収集 

及び一部のマンション等につ

いては、一般廃棄物収集運搬

業許可業者による定期収集 
市 

アルミニウム製容器（缶） 

無色のガラス製容器（びん） 

茶色のガラス製容器（びん） 

その他の色のガラス製容器（びん） 

ペットボトル 

プラスチック製容器包装 
プラスチック類 

プラスチック製品 

飲料用紙容器（紙パック） 紙パック 市による拠点回収 

 

 

９ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

分別収集の用に供する施設の状況については、下表及び次ページ以降の詳細のとおりです。 

なお、本計画の期間内においては、現時点で、施設の整備を行う予定はありません。 

分別収集する容器包装廃棄物の種類 
収集に係る 

分別の区分 
収集容器等 収集機材等 中間処理 

スチール製容器（缶） 

缶・びん・ 

ペットボトル 有料指定袋 

（資源ごみ用）※１ 
パッカー車 

南部資源リサイ

クルセンター 

北部資源リサイ

クルセンター 

アルミニウム製容器（缶） 

無色のガラス製容器（びん） 

茶色のガラス製容器（びん） 

その他の色のガラス製容器（びん） 

ペットボトル 

プラスチック製容器包装 
プラスチック類 

横大路学園 

信和商事※２ プラスチック製品 

飲料用紙容器（紙パック） 紙パック 回収ボックス 軽四輪車 民間施設 

※１ 一般廃棄物収集運搬業許可業者が収集する一部のマンション等については、透明袋を使用 

（次ページ以降に示す詳細において、当該収集に係る内容については省略） 

※２ 令和１０年度以降は未定 
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＜参考＞分別収集の用に供する施設の状況の詳細 

施設の種類 
対象とする容器包装

廃棄物等の収集区分 
施設等の仕様及び整備計画 

管理 

主体等 
参考欄 

【排出段階】     

１ 排出容器     

1.1 

有料指定袋 

（資源ごみ用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2 

回収ボックス 

 

a.缶・びん・ペットボ

トル 

 

（仕様） 

材質：低密度ポリエチレン 

容量：10、20、30、45 リットル 

 

― 

 

 

 

― 

 

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

 

・ 缶・びん・ 

ペットボトルと

して混合収集 

 

・ プラスチック

製容器包装及び

プラスチック製

品を混合収集 

 

 

 

 

・ 紙パックとし

て拠点回収 

 

b.プラスチック類 

 

 

 

 

 

 

 

 

（仕様） 

材質：低密度ポリエチレン 

容量：10、20、30、45 リットル 

c.紙パック （仕様） 

材質：鋼鉄等 

容量：約 80リットル 

２ 集積場所 

 

a.缶・びん・ペットボ

トル 

 

b.プラスチック類 

 

 

c.紙パック 

資源ごみ収集場所 

 

 

資源ごみ収集場所 

 

 

店舗及び公共施設等の回収拠点 

住民 

 

 

住民 

 

 

施設 

管理者 

 

 

 

 

【運搬段階】     

パッカー車 

 

 

 

 

 

軽四輪車 

a.缶・びん・ペットボ

トル 

 

b.プラスチック類 

 

 

c.紙パック 

247台/週（辺地除く） 

主力として 2t車を使用 

 

677台/週（辺地除く） 

主力として 2t車を使用 

 

95台/週 

市 

 

 

市 

 

 

市 
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施設の種類 
対象とする容器包装

廃棄物等の収集区分 
施設等の仕様及び整備計画 

管理 

主体等 
参考欄 

【中間処理施設】     

（積替） 

ストックヤード 

 

 

 

a.プラスチック類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.紙パック 

 

北積替所 

 場所：上京区内 

 面積：約 2,100㎡ 

 

南積替所 

 場所：伏見区内 

 面積：約 8,000㎡ 

 

旧西部圧縮梱包施設 

場所：西京区内 

面積：約 19,000㎡ 

 

 

上京保管所（上京リサイク

ルステーション内） 

 

左京保管所（東部まち美化

事務所内） 

 

山科保管所（山科まち美化

事務所内） 

 

南保管所（南部まち美化事

務所、生活環境美化センタ

ー内） 

 

右京保管所（西部まち美化

事務所内） 

 

西京保管所（西京まち美化

事務所内） 

 

伏見保管所（伏見まち美化

事務所内） 

 

 

市 

 

 

 

市 

 

 

 

市 

 

 

 

 

市 

 

 

市 

 

 

市 

 

 

市 

 

 

 

市 

 

 

市 

 

 

市 

 

既設 

 

 

 

既設 

 

 

 

既設 

 

 

 

 

既設 

 

 

既設 

 

 

既設 

 

 

既設 

 

 

 

既設 

 

 

既設 

 

 

既設 
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施設の種類 
対象とする容器包装

廃棄物等の収集区分 
施設等の仕様及び整備計画 

管理 

主体等 
参考欄 

（選別・圧縮） 

１ 南部資源リ

サイクルセン

ター 

 

２ 北部資源リ

サイクルセン

ター 

 

 

 

３ 横大路学園 

 

 

 

４ 信和商事 

 

缶・びん・ペットボトル 

 

 

 

缶・びん・ペットボトル 

 

 

 

 

 

プラスチック類 

 

 

 

プラスチック類 

 

（施設概要） 

敷地面積：7,000㎡ 

処理能力：60ｔ/日 

 

（施設概要） 

敷地面積：北部クリーンセン

ター（敷地面積

20,853㎡）の一部 

処理能力：40ｔ/日 

 

（施設概要） 

敷地面積：6,000㎡ 

処理能力：20ｔ/日 

 

（施設概要） 

敷地面積：5,371㎡ 

処理能力：200ｔ/日 

 

 

市 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

民間 

 

既設 

 

 

 

既設 

 

 

 

 

 

既設 

 

 

 

既設（令和 10年度

以降は未定） 

（保管施設） 

１ 南部資源リ

サイクルセン

ター 

 

 

 

 

 

２ 北部資源リ

サイクルセン

ター 

 

 

 

 

 

３ 横大路学園 

 

 

 

 

４ 信和商事 

 

缶・びん・ペットボト

ル 

 

 

 

 

 

 

缶・びん・ペットボト

ル 

 

 

 

 

 

 

プラスチック類 

 

 

 

 

プラスチック類 

 

（保管可能容量） 

スチール ： 40㎥ 

アルミ  ： 80㎥ 

無色ガラス： 42㎥ 

茶色ガラス： 35㎥ 

その他色ガラス： 28㎥ 

ペットボトル：100㎥ 

 

（保管可能容量） 

スチール ： 42㎥ 

アルミ  ： 55㎥ 

無色ガラス： 15㎥ 

茶色ガラス： 15㎥ 

その他色ガラス： 15㎥ 

ペットボトル：135㎥ 

 

（保管可能容量） 

プラスチック製容器包装：72 ㎥（プラス

チック製品の保

管容量を含む） 

 

（保管可能容量） 

プラスチック製容器包装：384㎥（プラス

チック製品の保

管容量を含む） 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

民間 

 

既設 

 

 

 

 

 

 

 

既設 

 

 

 

 

 

 

 

既設 

 

 

 

 

既設（令和 10年度

以降は未定） 
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10 その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

  以下の取組を実施することにより、より効果的な分別収集を実施します。 

⑴ 条例に基づく徹底した分別・リサイクルの推進及び正しい分別方法の周知・啓発 

条例で義務化している分別の徹底のほか、異物混入の防止、分別実施率の向上及び選別の妨げとな

る二重袋での排出防止に向け、冊子・チラシや市民しんぶんの配布、ホームページやスマートフォンア

プリの配信、エコまちステーション等での案内、出前トークや地域学習会での呼びかけなど、様々な手

法で周知・啓発を図っていきます。 

⑵ 市民の自主的な分別・リサイクルを促進する仕組みの拡充・強化 

コミュニティ回収や拠点回収など、広く市民の皆様が自主的に分別・リサイクルに取り組んでいた

だけるよう、分別排出の機会を拡大するとともに、その周知・啓発の取組なども強化していきます。 


